
大多喜町告示第６５号 

 

 大多喜町町民記者設置要綱を次のように定める。 

 

  平成２８年９月８日 

 

大多喜町長 飯 島 勝 美   

 

   大多喜町町民記者設置要綱 

 

（設置） 

第１条 本町の広報媒体（以下「広報」という。）を、町民参加型のより親しみ

やすい広報とするため、大多喜町町民記者（以下「記者」という。）を設置す

る。 

（職務） 

第２条 記者は、次に掲げる職務を行うものとする。 

⑴ 町内の各種団体又は町民の活動、催事並びに身近に起きた話題を取材し、

文書原稿及び写真原稿を作成し、町に提供すること。 

⑵ 地域情報や話題を町に提供すること。 

⑶ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めること。 

（委嘱等） 

第３条 記者は、５人以内とし、次に掲げる要件を満たす者のうちから町長が

委嘱する。 

⑴ 満１８歳以上で町内に在住、在勤、又は在学する者 

⑵ 広報活動に深い関心を有し、前条に規定する職務を積極的に遂行すること

ができる者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、記者にな

ることができない。 

⑴ 記者の身分を利用して営利活動等を行うおそれがあると認められる者 

⑵ 大多喜町暴力団排除条例第２条に定める暴力団員等又は暴力団若しくは



暴力団員等と密接な関係を有する者 

⑶ 大多喜町議会議員又は大多喜町職員である者 

（任期） 

第４条 記者の任期は、委嘱の日からその日の属する年度の末日までとする。

ただし、再任を妨げない。 

（解嘱） 

第５条 町長は、記者が任期中において次の各号のいずれかに該当するときは、

解嘱することができる。 

⑴ 第２条に規定する職務を遂行することができなくなったとき。 

⑵ 第３条第１項に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

⑶ 辞職の申出があったとき。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めたとき。 

（原稿の基準) 

第６条 記者の作成する原稿については、町民生活に関連したものであり、次

の各号のいずれにも該当しないものとする。 

⑴ 町の公共性、中立性又は品位を損なうおそれのあるもの。 

⑵ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１

２２号)第２条に規定する風俗営業等に該当するもの。 

⑶ 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条に規定する貸金業に関するも

の。 

⑷ 政治活動又は宗教活動に関するもの。 

⑸ 個人若しくは団体の意見及び宣伝に関するもの 

⑹ 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれのあるもの 

⑺ 誇大表示、不当表示その他表現方法等が不適切なもの 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認めるもの 

（謝礼等） 

第７条 記者の活動に対する謝礼、原稿料及び交通費等は支給しない。 

（庶務） 

第８条 記者の庶務は、広報担当課において処理する。 

（連絡会議等） 



第９条 町長は、必要に応じて記者を招集し、連絡会議等を開催することがで

きる。 

（補則) 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、公示の日から施行する。 

 


